
 

 

 
 

 
  
 
2019 年８月６日に筆者が自治大学校で実施

した「ソーシャルメディアと地方自治」の内容

を振り返る本連載ですが、前半では以下の 2 つ

の主題を扱いました。 
 
①ソーシャルメディア、SNS をめぐる昨今の動

向 
②ソーシャルメディアと政治、行政の抽象的主

題 
 
 ①では最近のネットのトレンドがスマートフ

ォンを中心にしたものとなり、Instagram や

TikTok のように静止画や動画を活用したコミ

ュニケーションが増加していること、それによ

って長くインターネット上のコミュニケーショ

ンが前提としていたテキスト中心のコミュニケ

ーションが必ずしも自明ではなくなっていると

いう話題を扱いました。 
 続く、②では、近年の SNSに関する抽象的な

主題を取り上げるということで、先の米大統領

選挙やイギリスの EU 離脱の是非を問うた国民

投票に際しての SNS を通じた介入と関連する

「ポスト・トゥルース」と「シャープパワー」

を取り上げました。好むと好まざるとに関わら

ずメディアの技術的変化、メディア環境の変容

等の理由によって、そして政治や行政での活用

においても、新たなリスクが生じつつあること

に言及しました。 
 続く、後編では以下の２つの話題を取り上げ

ます。 
 
③ ソーシャルメディアの政治、行政における活

用 
④ ソーシャルメディアと自治体広報 
 
 まず③では最近の日本の政治や行政の文脈に

おける SNSの新しい活用例についていくつか言

及し、続く④では自治体広報における SNSの活

用に際しての示唆に言及します。 

 
③ ソーシャルメディアの政治、行政における

活用 

 政治や行政といった公共部門の電子化が遅れ

ていると言われがちな日本社会ですが、近年そ

れらの ICT 化は大きく改善しています。SNS の

利活用についても同様です。注目すべきいくつ
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かの契機があります。政治についていえば、2013

年の公職選挙法の改正に伴うインターネット選

挙運動の広範な解禁でしょう。 
 公職選挙法は選挙について規制する法律です

が、従来の総務省の見解は選挙運動にインター

ネットを活用することは難しいというものでし

た。しかし近年のメディア環境の変化と、政治

（政党）力学の変化のなかで、徐々にその必要

性が取り上げられるようになっていき、2013年

の公職選挙法の改正に結実します。一般有権者

の電子メール利用などいくつかの制限や既存の

規制との整合性の課題等は残りますが、例えば

枚数や大きさ、台数まで制限される他の媒体（文

書図画）と比較すると、相当自由に選挙運動に

インターネットを使うことができる環境が整備

されました。 
 インターネット選挙運動の解禁後、政治の世

界は一気にネットに適用しようとします。選挙

運動と政治活動が法律と判例上は区分されるも

のの一般有権者には理解しにくいことなどとも

関係するでしょうが、インターネット選挙運動

の広範な解禁以後、政治活動におけるインター

ネット利用、すなわちインターネットを活用し

たキャンペーンも活発化していきます。2000年

代を通じて一貫して広報能力を強化してきた自

民党を中心に、現在では多くの政党がインター

ネット上で多様な選挙運動、政治活動上の実践

を試行錯誤し続けています（これらの詳細につ

いては、拙著『メディアと自民党』（角川書店、

2015年）、『情報武装する政治』（KADOKAWA、2018

年）等参照のこと）。 
 新しい情報環境への適応という意味では、政

府や行政においてもインターネットを使った取

り組みが活発化しています。ちなみにですが当

時の総理府が「首相官邸ホームページ」を立ち

上げたのは 1994 年のことで、1999 年には月間

約 400 万アクセスがあったと言われています

                                                   
1 内閣官房内閣広報室 

（宣伝会議，1999，「知って得する政府広報」『宣

伝会議』597: 81-91.）。 

 日本のインターネット元年が、Windows95 が

発売されインターネットアクセスが簡単になり、

またユーキャンの新語・流行語大賞に「インタ

ーネット」がノミネートされた 1995年と言われ

ていますから、政府が首相官邸ホームページを

用意したのはなかなか早い時期だったといえる

のではないでしょうか。 

 以後、インターネットを活用した新しいサー

ビスが登場するたびに、政府も広報活動に取り

入れています。例えば 2001年には小泉政権のも

とでメールマガジンの活用が試みられています。

2001 年 5 月 29 日に創刊準備号が配信されてい

ま す （ https://www.kantei.go.jp/jp/m-

magazine/backnumber/2001/0529.html1）。 

 2008年には YouTube「首相官邸チャンネル」

が開設されていますし、2011年３月から東日本

大震災に関連した広報のために Twitter と

Facebookのアカウントを取得し、広報を開始し

ています。2012年にはLINEアカウントも開設。

いずれも「運用ポリシー」を設けて運用する形

式です。 2014 年からニュースアプリの

SmartNews にも政府アカウントを開設して、ワ

ンストップの情報発信を行っています。 

 最近では若い世代や女性に人気がある

Instagram のアカウント（@kantei）を設けて、

情報発信を行っています。2017年 12月 27日に

最初のポストがなされていますが、日々発信が

洗練されていっているのが印象的です。当然で

すが、専門人材を登用しつつ、活用のルールを

整備、公開しています。 

 Instagram を使った発信にはソーシャルメデ

ィア・ポリシーに相当する「Instagram 首相官

邸アカウント (@kantei)運用ポリシー」 

(https://www.kantei.go.jp/jp/pages/insta-

gram_policy.html2)を設けて、(1)首相官邸の

2 内閣官房内閣広報室 
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日々の動き、(2)内閣が取り組む重要政策等を発

信するアカウントと定義した運用がなされてい

ます。クリエイティブ・コモンズの「CC BY」と

の互換性が記されている点も注目に値します。

この他にも、内閣官房が管理する多様な目的の

ための SNS アカウントが存在しています 

(https://www.cas.go.jp/socialmedia/in-

dex.html3)。 

 現状の政府広報の体制としては、内閣広報室

が「内閣の重要政策に関する広報の推進」 

と「首相官邸からの情報発信」を担当すること

から、戦略の要となって各府省庁との総合調整

を担っていると考えられます。 

 政府、官邸の広報能力強化は行政改革上の課

題としても認識されていました。内閣指揮監督

権限の強化、内閣府における総合調整機能から

企画立案機能重視へのシフト等が構想されるな

かで、広報の重要性が浮上したと考えられてい

ます。1998年の中央省庁等改革基本法が成立し、

現在の１府 12 省庁体制へと移行することにな

りますが、その過程で内閣法が改正され、政治

任用ポストとして内閣広報官が新設されていま

す。政府広報の高度化、情報化対応の背景には

このような行政課題としての広報能力強化や組

織、ルールの再編と整備が関係しています。 
  
④ ソーシャルメディアと自治体広報 

 いま、なぜソーシャルメディアを活用した自

治体広報が求められているのでしょうか。改め

て考えてみましょう。まず市民と生活者のニー

ズの変化を挙げることができるでしょう。本稿

前編（①ソーシャルメディア、SNS をめぐる昨

今の動向）でも述べたように、メディア環境は

大きく変化し、人々の情報行動もメディアに対

する認識や信頼、ニーズも大きく変化していま

す。 
 新聞を取らない世帯が増え、多くの情報をイ

                                                   
3 内閣官房 

ンターネットで入手する若い世代が増えるにつ

れて（……といっても、前述の通り 60歳未満の

世代の各層でインターネットの利用率は９割に

上ります）、「インターネット上に（≒自分たち

が利用する SNS上に）情報がない」「入手しにく

い」ことに対する不満が増加しやすくなってい

ます。ある意味、当然のことです。 

 また大量に流通するオンライン上の、SNS 上

の「非公式情報」に対処する必要を指摘するこ

とができます。自治体が公式情報を出さない、

あるいは入手しにくい状態を放置していると、

人々の情報に対するニーズに応えるかたちで正

確性も信頼性も定かではない非公式情報が大量

流通しがちです。フェイクニュースや、災害時

のデマなどを例に挙げることができます。とき

には悪意をもった発信や介入も生じますし、災

害時などには人命に関わります。換言すると、

こうした問題を防ぐためにも、各自治体は素早

く精度の高い情報を広く周知させる≒社会、一

義には市民が入手しやすい媒体に発信する、必

要があるというわけです。 
 このような状況を踏まえると、プレスリリー

スを発信する、危機発生時に記者会見を実施す

る、記者からの要望があったときに対応すると

いった受動的な広報はいうまでもなく、積極的

な広報、もう少しいうなら戦略的かつ体系的な

広報とそのための環境整備、直接的には組織と

ルールの整備が求められています。自治体広報

で見られがちですが、感度の高い上長や、新し

いメディアに長けた人材がいる部局で試験的に

新しいアカウントを開設して使ってみるという

パターンです。上手くいくこともありますが、

炎上したり、自治体人事に付き物の定期異動で

あっという間に使われなくなってしまうことも。

多くの場合、古い、当然 SNSのためには作られ

ていないルール（規則や規定等）を無理に読み

替えて使ったりしている例が多いようです。 
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 もちろん使い始めはこうして始まるのは止む

をえないと思いますが、中長期の運用に際して

はそれらの整備が必要です。規模の大きい自治

体ほど重要です。各部署で SNSアカウントが乱

立気味に開設されていたり、整合性が怪しかっ

たり、行政が発信すべき内容や形式（口調）か

どうかといったリスク要因がコントロールされ

ないまま放置されていたりといった状況が散見

されます。 

 インターネットや SNSならではのメディア特

性を踏まえつつも、行政の一貫性や継続性とい

うより上位に来るべき概念を念頭に置き、両者

をバランスさせる組織上、ルール上の整備は、

自治体広報の改善というとき忘れられがちです。

広報が民間中心に発展しているがゆえに、民間

企業の著名な PRパーソンを登用したり、研修に

多く招聘する傾向とも関係するのかもしれませ

ん。 

 図式的にいうなら、縦軸にコンテンツの質の

軸を取り、上下に個性的か否かという尺度を設

け、横軸に発信者の軸を取り、属人的か否か（≒

汎用性が高いか否か）という尺度を設けて四象

限を考えてみましょう。民間企業や個人の広報

のグッド・プラクティスが当面達成すべきはコ

ンテンツも発信者も個性的であるということで

しょう。ですが人事ローテーションが通常２〜

３年以下の地方自治体の場合は、右上のコンテ

ンツは個性的でありながらも、発信者は汎用性

の高さが求められることがわかります。 

 これらはどのように達成しうるのか、また筆

者が５年にわたってコミュニケーションズ・ア

ナリストを務めている千葉市で具体的に何を構

想、提案してきたのか、それらがどの程度具体

化し、成果と課題が出たのかということについ

ては紙幅も尽きてきたこともあり、別の機会に

譲りたいと思います。 

 いずれにしてもメディア環境が変化し、各自

治体がソーシャルメディアを活用し、やや大げ

さにいえば地方自治に取り入れていくことが期

待されている時代を迎えています。言うまでも

なく各自治体のグッド・プラクティスが局面を

切り開いていきます。多様なアイディアと試行

錯誤、創意工夫を期待しています。 
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